
証券コード 3189
2023年11月14日

（電子提供措置の開始日 2023年11月７日）

株 主 各 位

東京都渋谷区神宮前一丁目16番11号

株 式 会 社 Ａ Ｎ Ａ Ｐ
代表取締役社長 家 髙 利 康

第32回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第32回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第32回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。

【当社ウェブサイト】
https://www.anap.co.jp/ir/information/holders.html
上記ウェブサイトにアクセスして、プルダウンより
「第32回定時株主総会」を選択しご覧ください。

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
【東京証券取引所ウェブサイト】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記ウェブサイトにアクセスして、当社名または
証券コード（3189）を入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえご覧ください。

なお、本総会にご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただきまして、同封の議
決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2023年11月28日（火曜日）午後７時までに
到着するよう、ご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具

記

１. 日 時 2023年11月29日（水曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）

２. 場 所 東京都渋谷区渋谷一丁目９番８号 朝日生命宮益坂ビル
渋谷サンスカイルーム ４階Ａ室
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３. 目的事項

報告事項 １．第32期（2022年９月１日から2023年８月31日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監
査結果報告の件

２．第32期（2022年９月１日から2023年８月31日まで）計算書類報
告の件

決議事項

議 案 取締役４名選任の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ

たものとして取り扱わせていただきます。
なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内

容を掲載させていただきます。
また、当日株主様へお配りする粗品はご用意しておりませんので予めご了承くださいま

すようお願い申し上げます。
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事 業 報 告

（2022年９月１日から
2023年８月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による各
種制限の解除が進み、経済活動は緩やかな回復基調で推移しました。一方で、
ウクライナ情勢の長期化等に伴うエネルギー資源や原材料価格の高騰、海外と
の金利差等に起因する円安進行、米国における金融不安など複合的な要因から
依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社が属するカジュアルファッション業界におきましては、社会活動の正常
化が進み、旅行や大規模イベントなどの再開によるお出かけ需要の急回復から
復調傾向がみられ、商品調達における海外サプライチェーンの動向も回復傾向
が強まっておりますが、生活必需品の物価上昇や原材料の高騰、継続的な円安
など引き続き経営環境へのマイナス要因にも注視が必要です。

このような状況のもと、当社は、商品戦略強化策の一環として、当社として
は初の全ブランド合同展示会の開催や全国区でのＣＭ施策を実施し、また並行
して在庫の適正化にも取り組みました。主力の店舗販売事業においては、不採
算店舗の退店やアウトレット店舗の増設に加え、制限解除による人流増加等の
影響から当連結会計年度の後半には、コロナ前と同水準まで回復いたしまし
た。もう一方の主力であるインターネット販売事業においては、計画していた
資金調達が進まず充分な広告宣伝活動を実施できなかったことに加え、在庫販
売を優先しファミリーセール等の廉価販売を積極的に実施したことなどから、
売上・利益ともに厳しい状況が継続しました。

資本政策の取り組みとしては、当社は、2023年５月12日付「株式会社ネット
プライスとの資本業務提携契約の締結に関するお知らせ」及び「株式会社ピア
ズとの資本業務提携の解消、株式の売出し及び主要株主の異動に関するお知ら
せ」にて公表した通り、新たに株式会社ネットプライス（以下、ネットプライ
ス社といいます。）と資本業務提携契約を締結いたしました。同時に、2022年
10月に締結した株式会社ピアズ（以下、ピアズ社といいます。）及びジェミニ
ストラテジーグループ株式会社との資本提携を解消し、ピアズ社が保有してい
た当社株式については同社よりネットプライス社に譲渡されております。な
お、2022年８月に始動した「Re-Born Plan」プロジェクトについては、抜本的
な改革による効果の発揮まで時間と資金を要するため、資金調達が進まない現
状においては、本プロジェクトの推進は困難と判断し見直すことといたしまし
た。
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また当社は、ネットプライス社のスポンサー支援のもと、今後の事業再生に
向けた強固な収益体質の確立と財務体質の抜本的な改善を目指すため、産業競
争力強化法に基づく特定認証紛争解決手続（以下、「事業再生ＡＤＲ手続」と
いいます。）を利用することとし、2023年８月30日に事業再生実務家協会に申
請を受理されております。

以上の結果、当社の当連結会計年度は、売上高4,216百万円（前年同期比
16.7％減）、売上総利益は2,244百万円（前年同期比18.5％減、売上高総利益率
は前年同期比1.2pt低下し53.2％）となりました。一方、販売費及び一般管理
費は、2,984百万円（前年同期比6.1％減）と、前連結会計年度から継続して行
ってきた収益体質への転換のための費用削減の取組みの効果により前年同期比
で194百万円圧縮したものの、営業損失740百万円（前年同期比315百万円悪
化）、経常損失801百万円（前年同期比353百万円悪化）となり、全社資産に係
る固定資産について減損処理を行ったことなどから、親会社株主に帰属する当
期純損失1,164百万円（前年同期比639百万円悪化）となりました。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

（店舗販売事業）
店舗販売事業につきましては、前連結会計年度末より出店３店舗、退店７店

舗を行った結果、当連結会計年度末における店舗数は35店舗になりました。売
上高は、前連結会計年度から制限緩和による人流増加の影響により回復傾向が
みられるものの、期を通じて在庫消化に注力したことにより、セグメント損失
は拡大しました。
以上により、売上高は2,877百万円（前年同期比2.5％減）、セグメント損失

は238百万円（前年同期のセグメント損失は55百万円）となりました。

（インターネット販売事業）
インターネット販売事業につきましては、ファッションECサイトのサービス

競争激化の影響もあり売上高が低迷しております。そのような中、値引き販売
の抑制やアウトレットサイトの立上げ、初の全ブランド合同展示会の開催、全
国区でのＣＭなど、事業としての収益性を高める施策を行っておりますが、そ
の効果は限定的となり、売上高、セグメント損失ともに前連結会計年度から悪
化する結果となりました。
以上により、売上高は1,184百万円（前年同期比39.1％減）、セグメント損失

は225百万円（前年同期のセグメント損失は140百万円）となりました。

（卸売販売事業）
卸売販売事業につきましては、売上高は減少となったものの、販売管理費の

減少により黒字転換しております。
以上により、売上高は84百万円（前年同期比16.2％減）、セグメント利益は

６百万円（前年同期のセグメント損失は22百万円）となりました。
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（ライセンス事業）
ライセンス事業につきましては、学用品などの季節性需要が好調に推移した

ことなどから、売上高が増加しております。一方、販売管理費の増加により、
セグメント利益は減少しております。
以上により、売上高は42百万円（前年同期比15.6％増）、セグメント利益は

27百万円（前年同期比14.1％減）となりました。

（メタバース関連事業）
メタバース関連事業につきましては、新規事業として当社が獲得した同事業

に関する知見を他社に展開するコンサルティング業務を中心に収益化を進めて
おりますが、主力事業の立て直しを優先したことから売上収益ともに低調に推
移しました。
以上により、売上高は８百万円（前年同期比29.0％減）、セグメント損失は

１百万円（前年同期のセグメント利益は11百万円）となりました。

事業別売上高

事 業 区 分

第 31 期
（2022年８月期）
（前連結会計年度）

第 32 期
（2023年８月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

店 舗 販 売 事 業 2,950百万円 58.3％ 2,877百万円 68.2 △73百万円 △2.5％

インターネット販売事業 1,945 38.5 1,184 28.1 △761 △39.1

卸 売 販 売 事 業 100 2.0 84 2.0 △16 △16.2

ライセンス事業 36 0.7 42 1.0 5 15.6

メタバース関連事業 12 0.2 8 0.2 △3 △29.0

そ の 他 13 0.3 18 0.4 4 36.8

合計 5,059 100.0 4,216 100.0 △843 △16.7

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

② 設備投資の状況
当連結会計年度中に実施しました設備投資の総額は69百万円で、その主なも

のは次のとおりであります。

事業所名 実施日

店 舗 2023年３月31日

③ 資金調達の状況
当連結会計年度の所要資金につきましては、株式会社りそな銀行より200百万

円の長期借入を行っております。また、第三者割当増資により167百万円の資金
調達を実施いたしました。
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(2) 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 29 期

(2020年８月期)
第 30 期

(2021年８月期)
第 31 期

(2022年８月期)

第 32 期
(当連結会計年度)
(2023年８月期)

売 上 高 (千円) 5,659,810 5,078,905 5,059,893 4,216,448

経 常 損 失 （△） (千円) △284,402 △633,941 △447,717 △801,562

親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純損失（△）

(千円) △371,502 △791,434 △525,551 △1,164,779

１株当たり当期純損失（△） (円) △85.47 △175.57 △114.74 △230.84

総 資 産 (千円) 2,728,486 2,416,050 2,569,571 1,660,335

純 資 産 (千円) 1,362,959 573,093 103,445 △893,791

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 304.07 126.77 21.58 △174.95

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第 29 期

(2020年８月期)
第 30 期

(2021年８月期)
第 31 期

(2022年８月期)

第 32 期
(当事業年度)
(2023年８月期)

売 上 高 (千円) 5,652,302 5,078,905 5,059,893 4,216,448

経 常 損 失 （△） (千円) △279,106 △635,553 △443,858 △789,224

当 期 純 損 失 （△） (千円) △376,510 △810,615 △521,512 △1,160,110

１株当たり当期純損失（△） (円) △86.63 △179.83 △113.86 △229.92

総 資 産 (千円) 2,746,829 2,415,842 2,573,594 1,668,892

純 資 産 (千円) 1,382,140 573,093 107,484 △885,084

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 308.35 126.77 22.45 △173.25
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

㈱ＡＮＡＰラボ 30百万円 100.0％

人工知能の各種技術を応用した
システムの開発及び販売
ＥＣ総合コンサルティング事業
ＥＣ総合運用サービス事業
システム開発事業
自己脂肪由来幹細胞を用いた再生
医療に関する共同研究及び開発

(4) 対処すべき課題

当社が属するカジュアルファッション業界におきましては、物価上昇懸念や実

質賃金の低下などにより個人消費者の節約意識に加え、新型コロナウイルス感染

症拡大の影響で非常に厳しい経営環境が続いております。

当社が対処すべき課題は、このような経営環境の変化に対応し、企業価値を高

めることであり、また、新型コロナウイルス感染症拡大の収束までに一定の期間

を要する可能性がある中、お客様、取引先、従業員の安全を最優先に捉え業務を

遂行するとともに、以下の施策に基づいて、全力で取り組んでまいります。

① コスト削減
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、当社が属するカジュアルファ

ッション業界は大きな影響を受けております。足元の厳しい経営環境に対応す
べく、事業運営コストの削減に関しては、大きく踏み込んだ施策を実施してお
ります。当該状況が長期化することも想定しながら、事業効率の改善について
は引き続き、重点的に取り組んでまいります。

② オンラインショッピングサイトの販売力回復
当社の基幹事業であるANAPオンラインショップについては、近年来訪客数が

伸び悩んでおり、売上高が減少傾向にあります。この状況を打破すべく、他社
以上の集客戦略やサイト自体の使い勝手の向上を通じて、より快適な、お客様
に選んでいただけるサイト作りに取り組んでまいります。

― 7 ―

2023年10月27日 18時26分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



③ 業務効率化の推進

当社は以前より、AIをはじめとした最先端技術への投資を積極的に進めてま

いりました。今後もEC分野をはじめ、商品管理・物流関連のさらなる業務効率

化、また外部業者への委託業務の再検証を進め、より合理的な経営を実現でき

るよう注力してまいります。

④ 社員教育による全社統制の強化及びお客様満足度の向上
管理職を含めた全社員に対する社内研修制度をより一層充実させ、全社統制

の強化を図るとともに、各事業運営、経営体制を支える人材の早期育成及びレ
ベルアップを達成し、企業価値向上に努めてまいります。

⑤ 新規販売チャネルの展開
当社は、継続的な成長及び企業価値の拡大を図り、より多くの消費者ニーズ

に応えるため、新規販売チャネルの開拓を推進してまいります。消費者の購買
行動の変化に対して、適時・適切に対応するとともに、事業拡大に伴う新たな
顧客層の獲得を通じて、経営の安定化に取り組んでまいります。

⑥ 新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症への対応
当社は、お客様、取引先、従業員の安全を最優先と考え、従業員の体調管理

の徹底、出張の制限や勤務形態の見直し、Web会議の導入など、感染予防・感染
拡大の防止に努めております。今後もこうした環境変化をいち早く感知し、柔
軟に対応していくための組織体制の強化を実行してまいります。

⑦ 継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、2020年８月期連結会計年度以降、４期連続で営業損失・経

常損失・親会社株主に帰属する当期純損失を、５期連続で営業活動によるキャ

ッシュ・フローのマイナスを計上するに至り、当連結会計年度の純資産残高が

△893百万円の債務超過となっております。

この状況において、当社グループは、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ
せる事象又は状況であるとの認識の下、早期に是正する施策を以下のとおり実
施しております。

（資金繰りについて）
当社グループは、産業競争力強化法に基づく特定認証紛争解決手続（以下

「事業再生ＡＤＲ手続」といいます。）を利用して金融機関の合意のもとで、今
後の事業再生に向けた強固な収益体質の確立と財務体質の抜本的な改善を目指
しております。その手続の一環として、取引金融機関には借入金の残高維持を
求める一時停止の要請をし、一方で手続期間中の当社の運転資金・事業資金を
確保するために株式会社ネットプライスより500百万円のＤＩＰファイナンス
（連結注記表「Ⅻ．重要な後発事象に関する注記」に記載）を受ける取引基本約
定書を締結し、当面の資金繰りを確保してまいります。
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（自己資本の脆弱性について）

当連結会計年度の純資産残高が△893百万円となり、上場来初の債務超過とな

っております。このような事態を改善すべく、当社グループは増資等の資本政

策を検討するとともに、並行して収益体質に改善させるために抜本的な事業構

造の改革が必要であると判断し、事業再生ＡＤＲ手続を利用して取引金融機関

の合意のもとで、今後の事業再生に向けた強固な収益体質の確立と財務体質の

抜本的な改善を図ってまいります。

（売上高減少や収益力の低下について）

当社グループは、年々低下している売上高と収益力を回復させることを目的

として、商品企画力の向上とブランド力強化に取り組んでまいりました。それ

らに加えて、株式会社ネットプライスの協力のもと、海外を中心とする新たな

仕入チャンネルの確立や店舗並びにインターネットにおける販売力強化を実現

するために、前述の事業再生ＡＤＲ手続における事業再生計画の策定及び実行

にも取り組んでまいります。

上記のとおり、事業再生に向けた取り組みを行っているものの、これらの対

応策は実施途上であり、現時点においては、継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められます。

なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提

に関する重要な不確実性の影響を、連結計算書類に反映しておりません。
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(5) 主要な事業内容（2023年８月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

店舗販売事業
ショッピングモール、ファッションビル、路面店において自社商
品を店舗販売しております。

インターネット
販 売 事 業

ＡＮＡＰオンラインショップのサイトを開設し、自社商品及び他
社商品をインターネット販売するとともに、他社が運営している
ＥＣサイトを通じて、自社商品をインターネット販売しておりま
す。

卸売販売事業 自社商品を地方の専門店向けを中心に卸売販売しております。

ライセンス事業
当社ブランドの使用を許諾しロイヤリティ収入を得ることに加え、
自社ブランドの確立や販路拡大に貢献しております。

メタバース関連事業
メタバース空間でのファッションアイテム販売、及びプラットフ
ォーム開発や導入サポートなど、企業のメタバース事業参入を支
援するサービスを提供しております。

(6) 主要な営業所及び工場（2023年８月31日現在）

本 社
東京都港区南青山四丁目20番19号
東京都渋谷区神宮前一丁目16番11号（登記上の本店所在地）

店 舗

合計35店舗

北海道 ４店舗 青森県 １店舗

宮城県 ２店舗 山形県 １店舗

福島県 １店舗 東京都 ５店舗

神奈川県１店舗 埼玉県 ２店舗

千葉県 １店舗 茨城県 ３店舗

栃木県 ２店舗 群馬県 １店舗

静岡県 ２店舗 愛知県 ３店舗

石川県 １店舗 三重県 １店舗

大阪府 ２店舗 岡山県 １店舗

宮崎県 １店舗
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(7) 使用人の状況（2023年８月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

店 舗 販 売 事 業 68（110）名 8名減（2名減）

インターネット販売事業及びメタバース関連事業 26 (5） 6名増（2名増）

卸売販売事業及びライセンス事業 3 (-） ‐ （-）

全 社 （共 通） 43 （17） 10名減（8名増）

合 計 140（132） 12名減（8名増）

(注)１．使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）で
あり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．「インターネット販売事業」及び「メタバース関連事業」と「卸売販売事業」及び「ライセン
ス販売事業」の従業員数につきましては、両事業に係わる同一の従業員が存在しセグメント
別の把握が困難なため、一括して記載しております。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

140（132）名 12名減（8名増） 32.8歳 6.9年

(注) 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であ
り、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2023年８月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 り そ な 銀 行 700,000千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 250,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 300,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 300,000

株 式 会 社 横 浜 銀 行 100,000

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 300,000

合 計 1,950,000
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２．株式の状況（2023年８月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 13,920,000株

(2) 発行済株式の総数 5,474,800株（自己株式345,707株を含む。）

(3) 株主数 4,193名

(4) 大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

家髙 利康 865,000株 16.86％

㈱ネットプライス 750,000 14.62

中島 篤三 371,100 7.24

寺岡 聖剛 328,800 6.41

㈱Showcase Capital 300,000 5.85

松田 覚 61,500 1.20

亀井 一広 60,000 1.17

家髙 祐輔 50,000 0.97

中島 睦美 46,800 0.91

JPモルガン証券㈱ 44,200 0.86

(注) １．当社は、自己株式345,707株を保有しておりますが、上記の大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付

された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状
況
該当事項はありません。
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(3)その他新株予約権等に関する重要な事項

第４回新株予約権

発 行 決 議 日 2021年12月27日

新 株 予 約 権 の 数 3,800個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式383,800株

(新株予約権１個につき101株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権1個当たり930円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
39,570円

(１株当たり 395.7円)

権 利 行 使 期 間 2022年１月21日から2024年１月20日まで

割 当 先 株式会社Showcase Capital

行 使 の 条 件 (注) １．２．３

新 株 予 約 権 の 譲 渡 の 条 件
本新株予約権の譲渡については、当社取
締役会の承認を要する。

取 得 条 項 に 関 す る 事 項 （注）４

(注) １．本新株予約権の行使によって取得することとなる株式数が、本新株予約権の発行決議日時点に
おける当社発行済株式総数の10％を超えることとなる場合の、当該10％を超える部分にかか
る新株予約権の行使はできない。

２．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過
することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

３．各本新株予約権の一部行使はできない。
４．本新株予約権の割当日から６ヶ月を経過した日以降いつでも、当社は取締役会により本新株

予約権を取得する旨および本新株予約権を取得する日(以下、「取得日」という。)を決議する
ことができる。当社は、当該取締役会決議の後、取得の対象となる本新株予約権の新株予約
権者に対し、取得日の通知又は公告を当該取得日の20営業日前までに行うことにより、取得
日の到来をもって、本新株予約権１個につき本新株予約権１個当たりの払込金額と同額で、
当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。本新株予約権
の一部の取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。
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４．会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2023年８月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 家 髙 利 康
当社営業本部長
㈱ＡＮＡＰラボ取締役会長

専 務 取 締 役 竹 内 博
当社管理本部長
㈱ＡＮＡＰラボ取締役

取 締 役 松 山 麻佐美

取 締 役 西 堀 敬

㈱日本ビジネスイノベーション代表取締役社長
㈱ツカダ・グローバルホールディング社外取締役
㈱遺伝子治療研究所社外取締役
㈱吉村監査役
㈱ＴＮＢＩ取締役
GATES GROUP㈱社外取締役

取 締 役 山 口 真 由
信州大学特任教授
㈱学究社社外取締役

常 勤 監 査 役 今 長 雅 毅
㈱ＡＮＡＰラボ監査役
今長税理士事務所所長

監 査 役 水 分 博 之 水分税務会計事務所所長

監 査 役 松 川 和 人 松川和人税理士事務所所長

(注) １．㈱ＡＮＡＰラボは当社の連結子会社であります。
２．㈱ＡＮＡＰラボを除き、当社と上記の兼職先との間に重要な取引その他の関係はありません。
３．取締役西堀敬氏、取締役山口真由氏は、社外取締役であります。
４．監査役今長雅毅氏及び監査役松川和人氏は、社外監査役であります。
５．監査役今長雅毅氏、監査役水分博之氏及び監査役松川和人は、以下のとおり、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。
・監査役今長雅毅氏は、税理士の資格を有し、税務に対して豊富な知識と経験があり、財務及
び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・監査役水分博之氏は、税理士の資格を有し、税務に対して豊富な知識と経験があり、財務及
び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・監査役松川和人氏は、税理士の資格を有し、税務に対して豊富な知識と経験があり、財務及
び会計に関する相当程度の知見を有しております。

６．取締役のうち西堀敬氏及び山口真由氏並びに監査役のうち今長雅毅氏、松川和人氏について
は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

７．当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、会社法第425条第１項に定める額としております。
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８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しております。
①被保険者の範囲
当社(及び子会社）の役員及び管理職従業員

②保険契約の内容の概要
被保険者が業務に起因して損害賠償を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定
められた免責事由に該当するものを除く）等を填補することとしております。保険料は全
額当社が負担しており、被保険者の保険料負担はありません。

９．岡崎太輔氏は、2023年５月12日付で社外取締役を辞任しております。なお、退任時における
重要な兼職は、㈱ピアズ取締役執行役員副社長でありました。

(2) 取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

6名
（3）

41百万円
（4）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

3
（2）

9
（5）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

9
（5）

50
（9）

(注) １．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2007年８月29日開催の臨時株主総会において、年額260百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の
取締役の員数は３名です。

３．監査役の報酬限度額は、2006年11月28日開催の第15回定時株主総会において、年額30百万円
以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

４．取締役の個人別の報酬等の内容は、限度額の範囲内で取締役会から一任された代表取締役社
長兼営業本部長の家髙利康氏が、各取締役の職責や実績を勘案し、報酬額を決定しておりま
す。同氏に本権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当業務の評
価を行うには、代表取締役社長が最も適しているからであります。また、監査役の報酬につ
いては、限度額の範囲内で、常勤・非常勤の別、業務分担の状況を考慮し、監査役で協議し
決定しております。

５．取締役の員数には、2023年５月12日をもって辞任した社外取締役１名が含まれております。
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(3) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役西堀敬氏は、㈱日本ビジネスイノベーション代表取締役社長、㈱ツカ
ダ・グローバルホールディング社外取締役、㈱遺伝子治療研究所社外取締役、
㈱吉村監査役、㈱ＴＮＢＩ取締役及びGATES GROUP㈱社外取締役を兼務してお
ります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役山口真由氏は、信州大学特任教授及び㈱学究社社外取締役を兼務して
おります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役今長雅毅氏は、今長税理士事務所所長であります。当社と兼職先との
間には特別の関係はありません。

・監査役松川和人氏は、松川和人税理士事務所所長であります。当社と兼職先
との間には特別の関係はありません。

・2023年５月12日付で取締役を辞任した岡崎太輔氏は、退任時㈱ピアズ取締役
執行役員副社長を兼務しておりました。当社と㈱ピアズは資本業務提携契約
を締結しておりましたが、2023年５月12日に本契約を解消しております。現
在、当社と㈱ピアズとの間に特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

出席状況及び発言状況並びに社外取締役が果たすことが
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 西 堀 敬

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回に出
席いたしました。出席した取締役会において、会社経
営者としての専門知識と豊富な実務経験及び幅広い見
識に基づき、経営全般の観点から適宜発言を行ってお
ります。

取締役 山 口 真 由

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回に出
席いたしました。出席した取締役会において、法曹的
な見地から、コンプライアンス及びコーポレート・ガ
バナンスに関し適宜発言を行っております。

監査役 今 長 雅 毅

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監
査役会12回のうち12回に出席いたしました。出席した
取締役会及び監査役会において、主に財務・会計等に
関し、税理士としての専門的見地から適宜発言を行っ
ております。

監査役 松 川 和 人

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監
査役会12回のうち12回に出席いたしました。出席した
取締役会及び監査役会において、主に財務・会計等に
関し、税理士としての専門的見地から適宜発言を行っ
ております。
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５．会計監査人の状況
(1) 名称 フェイス監査法人

（注）当社の会計監査人でありました有限責任監査法人トーマツは、2022年11月29日開催の第31回定
時株主総会終結の時をもって退任いたしました。

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

20百万円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査契約の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出
根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案
の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会
において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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６．会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の業務の適正を確保する
ための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制

① 当社グループの取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観をもっ
て事業活動を行う企業風土を構築するため、当社グループ全体に適用する
「企業行動指針」を定める。

② 取締役は、経営理念を率先垂範し、従業員への周知徹底、教育啓蒙を継続
し、法令の遵守及び社会的要請への対応を最優先とする企業風土を醸成す
る。

③ 取締役の職務執行状況は、監査に関する規程及び監査計画に基づき監査役
の監査を受け、監査役は取締役に対し、必要に応じて改善を助言又は勧告
する。

④ 職務執行において、重大な倫理・コンプライアンス違反の事実又はその疑
いがある情報に接した従業員等は、内部通報制度を活用して不正行為等の
防止を図る。

⑤ 取締役が当社グループ全体の経営理念を基に、全社横断的なコンプライア
ンス体制を維持し、かつ社会的責任を果たすため社内規程等を整備・更新
する。

⑥ 代表取締役社長直轄部門として内部監査業務を専任所管する部門（内部監
査室）を設けて、年度監査計画に基づいて専任担当者が監査を実施し、被
監査部門に対する問題点の指摘、業務改善の提案、確認を行い、その実現
の支援を行うと同時に、内部監査の内容は、取締役及び監査役にも報告さ
れ、経営力の強化を図る。

⑦ 金融商品取引法及びその他の法令への適合を含め、「法律、社会規範、社内
ルール等の遵守」、「業務の有効性と効率性の向上」、「財務報告の信頼性の
確保」、「資産の保全」を目的として、内部統制の仕組を整備・構築し、業
務の改善に努める。

⑧ 会社情報の開示については、情報収集、開示資料の作成、開示手順、開示
責任者等を定め、開示の正確性、適時性及び網羅性を確保する。

― 18 ―

2023年10月27日 18時26分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役の職務の執行に係る情報及び文書の取り扱いは、法令及び社内規程

等に定めるところにより、適切かつ検索性の高い状態で記録・保存・管理
され、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行う。

② 機密性の高い情報はもとより、情報全般について、社内規程等に基づき、
保存・管理する部門、責任者、取扱者を明確にし、適切に管理する。

③ 情報セキュリティに関する基本方針、細則等を決定し、情報セキュリティ
に関する社内周知徹底を図る。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社グループはリスク管理のため、業務マニュアル、諸規程の体系化、業

務の標準化を適時適切に行い、各種リスク（販売、仕入、法務、財務、店
舗等）に対応する組織及び責任者を定め、適切に評価・管理体制を構築す
る。

② 不測の事態が生じた場合には、対策チーム等を設置し、情報開示を含む迅
速な対応を行い、損害の拡大を防止する体制を整備する。

③ 直接又は間接に経済的損失をもたらすリスク等を軽減するため、各部門長
等による定例会議を原則月１回定期的に開催する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社グループは取締役の職務の執行の効率性を確保する体制として、取締

役会を原則月１回定期的に開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執
行状況の監督を行う。

② 執行監督責任の明確化を目的として、取締役には社外取締役を含むものと
する。

③ 取締役の職務分掌と権限を明確にするため、組織体制に関し、関係諸規程
の見直し、整備を適時適切に行う。

④ 経営環境の変化に応じ、組織・業務運用体制の随時見直しを行う。
⑤ 社内規程等に基づき、各業務執行における責任者及びその権限等のルール

を定め、効率的に職務の執行が行われる体制をとる。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社管理規程に基づき、重要な事項の決定については当社と事前協議の

上実施するよう子会社に義務付けている。
② 営業成績、財務状況その他重要な情報について、子会社から適切に報告さ

せることにより管理、監督をする。
③ 内部監査室は子会社に対し、業務執行と経営方針との整合性、経営の効率

性、関連法令の遵法性の面から監査及び支援を行う。
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(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
監査役が補助者の採用を希望する場合は、取締役と監査役が意見交換を行い、

協議の上で決定する。

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指
示の実効性の確保に関する事項

① 監査役より監査役を補助することの要請を受けた使用人は、その要請に関
して、取締役及び上長等の指揮・命令を受けないものとする。

② 取締役は、当該使用人の人事考課及び異動については、監査役の意見を尊
重して行う。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告
に関する体制

① 当社グループの取締役は、法令に違反する事実、或いは当社グループに著
しい損害を及ぼす恐れがある事実を発見したときは、当該事実を直ちに監
査役に報告する。

② 当社グループの監査役は、取締役会の他、重要な意思決定プロセス及び業
務の執行の状況を把握するため、当社グループ各社の重要な会議に出席す
るとともに、主要な決裁を求める書面その他業務執行に関する重要な文書
を閲覧し、必要に応じて取締役及び使用人にその説明を求める。

③ 当社グループの取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて速やかに業務
執行状況を報告する。

(9) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受
けないことを確保するための体制
監査役に報告をした者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な

取り扱いを行うことを禁止する。

(10) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当
該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

① 監査役は、職務の執行上必要と認める費用についてあらかじめ予算を確保
することができる。

② 監査役は、①の予算以外に緊急又は臨時に支出した費用についても、特段
の理由がない限り全額会社が負担するものとする。
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(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役会には法令に従い社外監査役を含み、対外透明性を確保する。
② 監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い相互の意思疎通を図

る。
③ 監査役は、当社グループ各社の取締役会の他、重要な意思決定の過程及び

業務の執行状況を把握するため、部門長会議など業務執行部門の重要な会
議に出席する。

④ 監査役、会計監査人及び内部監査室は意見交換の場を持ち、相互の連携を
図る。

⑤ 監査役は、職務を遂行するために必要と判断したときは、弁護士、会計士
等の専門家による外部アドバイザーを活用することができる。

(12) 反社会的勢力を排除するための体制
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした

態度で臨むとともに、一切の関係を遮断する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における主な取組みにつきましては、コンプライアンス意識の向上

と不正行為等の防止を図るため、「企業行動指針」をはじめとしたコンプライアン
ス関係の規程等を、当社グループ役員及び従業員に周知いたしました。

また、「年度監査計画」に基づき、内部監査室は、監査役及び会計監査人と連携
しながら、被監査部門の内部監査を実施いたしました。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2023年８月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷金及び保証金

そ の 他

1,287,846

437,545

207,341

554,035

9,412

80,140

△629

372,489

0

0

0

0

0

0

0

0

0

372,489

67,057

299,656

5,775

（負 債 の 部）

流 動 負 債 1,838,488

買 掛 金 147,968

短 期 借 入 金 1,450,000

１年内返済予定の長期借入金 37,500

リ ー ス 債 務 5,922

未 払 金 92,774

未 払 法 人 税 等 12,826

契 約 負 債 19,560

賞 与 引 当 金 8,750

そ の 他 63,185

固 定 負 債 715,638

長 期 借 入 金 462,500

リ ー ス 債 務 4,604

繰 延 税 金 負 債 975

退職給付に係る負債 109,541

資 産 除 去 債 務 135,652

そ の 他 2,365

負 債 合 計 2,554,127

（純資産の部）

株 主 資 本 △898,260

資 本 金 522,865

資 本 剰 余 金 833,576

利 益 剰 余 金 △2,059,271

自 己 株 式 △195,430

その他の包括利益累計額 934

その他有価証券評価差額金 934

新 株 予 約 権 3,534

純 資 産 合 計 △893,791

資 産 合 計 1,660,335 負 債 純 資 産 合 計 1,660,335

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2022年９月１日から
2023年８月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,216,448

売 上 原 価 1,972,252

売 上 総 利 益 2,244,195

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,984,673

営 業 損 失 （△） △740,478

営 業 外 収 益

受 取 利 息 14

受 取 配 当 金 66

助 成 金 収 入 645

そ の 他 3,146 3,872

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10,948

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 7,849

支 払 手 数 料 25,557

株 式 交 付 費 13,308

為 替 差 損 3,052

そ の 他 4,241 64,957

経 常 損 失 （△） △801,562

特 別 損 失

減 損 損 失 359,260

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,238

そ の 他 11,345 371,844

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （△） △1,173,406

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,419

法 人 税 等 調 整 額 △18,047 △8,627

当 期 純 損 失 （△） △1,164,779

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △1,164,779

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2022年９月１日から
2023年８月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 439,365 750,076 △894,492 △195,430 99,518

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 83,500 83,500 167,000

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （△）

△1,164,779 △1,164,779

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 83,500 83,500 △1,164,779 － △997,779

当 期 末 残 高 522,865 833,576 △2,059,271 △195,430 △898,260

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 363 363 3,563 103,445

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 167,000

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （△）

△1,164,779

株主資本以外の項目の
当期変動 額 （純 額）

571 571 △29 541

当 期 変 動 額 合 計 571 571 △29 △997,237

当 期 末 残 高 934 934 3,534 △893,791

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記
当社グループは、2020年８月期連結会計年度以降、４期連続で営業損失・経常損

失・親会社株主に帰属する当期純損失を計上するに至りました。この結果、当連結
会計年度の純資産残高が893,791千円の債務超過となっております。
この状況において、当社グループは、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる事
象又は状況であるとの認識の下、早期に是正する施策を以下のとおり実施しており
ます。

（資金繰りについて）
当社グループは、産業競争力強化法に基づく特定認証紛争解決手続（以下「事業

再生ＡＤＲ手続」といいます。）を利用して金融機関の合意のもとで、今後の事業再
生に向けた強固な収益体質の確立と財務体質の抜本的な改善を目指しております。
その手続の一環として、取引金融機関には借入金の残高維持を求める一時停止の要
請をし、一方で手続期間中の当社の運転資金・事業資金を確保するために株式会社
ネットプライスより500,000千円のＤＩＰファイナンス（「Ⅻ.重要な後発事象の注
記」に記載）を受ける取引基本約定書を締結し、当面の資金繰りを確保してまいり
ます。

（自己資本の脆弱性について）
当連結会計年度の純資産残高が△893,791千円となり、上場来初の債務超過となっ

ております。このような事態を改善すべく、当社グループは増資等の資本政策を検
討するとともに、並行して収益体質に改善させるために抜本的な事業構造の改革が
必要であると判断し、事業再生ＡＤＲ手続を利用して取引金融機関の合意のもとで、
今後の事業再生に向けた強固な収益体質の確立と財務体質の抜本的な改善を図って
まいります。

（売上高減少や収益力の低下について）
当社グループは、年々低下している売上高と収益力を回復させることを目的とし

て、商品企画力の向上とブランド力強化に取り組んでまいりました。それらに加え
て、株式会社ネットプライスの協力のもと、海外を中心とする新たな仕入チャンネ
ルの確立や店舗並びにインターネットにおける販売力強化を実現するために、前述
の事業再生ＡＤＲ手続における事業再生計画の策定及び実行にも取り組んでまいり
ます。

上記のとおり、事業再生に向けた取り組みを行っているものの、これらの対応策は
実施途上であり、現時点においては、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められます。
なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関す
る重要な不確実性の影響を、連結計算書類に反映しておりません。
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Ⅱ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 株式会社ＡＮＡＰラボ

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の数 １社
持分法を適用した関連会社の名称 株式会社ピーカン

（注）株式会社ピーカンにつきましては、現在清算中であります。

３．持分法の適用の手続について特に記載が必要であると認められる事項
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会
社の直近の事業年度に係る計算書類を使用しております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

５．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
総平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、原材料

総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。
仕掛品

個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ
く簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。
貯蔵品

最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～39年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）、商標権については10年で償却しております。
③ 長期前払費用

定額法を採用しております。
④ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお

ります。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年

度負担額を計上しております。
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(4) 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる主要な事業における主な履行義務の
内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は以下のとおりであります。

①商品又は製品の販売

当社グループの顧客との契約から生じる履行義務は、主にインターネット
販売事業、店舗販売事業及び卸売販売事業における衣料品等の商品又は製品
の提供であり、顧客に商品又は製品を引き渡した時点でその対価としての収
益を認識しております。なお、インターネット販売及び卸売販売については、
国内販売であること、及び通常、出荷から商品又は製品の支配が顧客に移転
される時までの時間が通常の期間であることから、商品又は製品を出荷した
時点で収益を認識しております。

② 自社ポイント

商品又は製品の販売時に顧客へ付与したポイントについては、付与したポ
イントを顧客に対する履行義務と認識して契約負債を計上し、顧客がポイン
トを売上値引として利用した時点で収益を認識しております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計

算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い
た簡便法を適用しております。

Ⅲ．会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号
2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計
年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的
な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来
にわたって適用することといたしました。なお、連結計算書類に与える影響は
ありません。

Ⅳ. 表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

― 28 ―

2023年10月27日 18時26分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



Ⅴ. 会計上の見積りに関する注記
１.固定資産の減損
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 0千円
無形固定資産 0千円
投資その他の資産(長期前払費用) 0千円
減損損失 359,260千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主に店舗
または事業単位を基準としてグルーピングを行っております。営業活動から生
じる損益が継続してマイナスとなっている場合や、著しい経営環境の悪化が生
じている場合等において、減損の兆候を識別しております。減損の兆候が識別
された資産グループについては減損の要否の判定後、必要と認められる場合に
は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。

② 主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は以下のとおり

であります。
・ 業績不振となったインターネット販売事業は今後の不確実性を踏まえて、
当連結会計年度の実績に一定のストレスを負荷した業績予測を使用しておりま
す。

③ 翌年度の連結計算書類に与える影響
割引前将来キャッシュ・フローの算定に用いた仮定は、見積りの不確実性を

伴います。
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２.棚卸資産の評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品及び製品 554,035千円
棚卸資産評価損 33,998千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
「Ⅱ. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 ５．
会計方針に関する事項 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 ②棚卸資産の
評価基準及び評価方法」に記載のとおり、商品及び製品の貸借対照表価額は、
総平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）により
算定しております。

② 主要な仮定
一定期間以上滞留が認められる棚卸資産については、棚卸資産の収益性が低下
したと仮定し、簿価切り下げを実施しております。

③ 翌年度の連結計算書類に与える影響
見積りには不確実性を伴い、市場環境が変化した場合や将来の経済状況の変動

等により、翌連結会計年度において回収が見込まれない場合、棚卸資産の評価
損を計上する可能性があります。

Ⅵ．連結貸借対照表に関する注記

１. 有形固定資産の減価償却累計額 441,700千円

２. 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を

締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額の総額 1,760,000千円

借入実行残高 1,450,000千円

差引額 310,000千円
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Ⅶ．連結損益計算書に関する注記

１. 研究開発費

一般管理費に含まれる研究開発費 6,500千円

２.減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

東京都他 全社資産他
建物、工具、器具及び備品、リース
資産、ソフトウェア、長期前払費用、
その他

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗及び事業
単位を基準としてグルーピングを行っております。営業活動から生ずる損益が継続
してマイナスである資産グループ及び使用範囲の変更により、既存の投資回収が困
難になった資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失（359,260千円）として特別損失に計上しました。
その内訳は、建物268,260千円、工具、器具及び備品29,088千円、リース資産

7,549千円、ソフトウェア37,020千円、長期前払費用8,873千円、その他8,466千円で
あります。

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により算定しており、将来キャ
ッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能価額を零として
評価しております。

３．顧客との契約から生じる収益
売上高については、顧客との契約から生じる収益およびそれ以外の収益を区分し

て記載しておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、連結注記表「Ⅹ．
収益認識に関する注記」に記載しております。

Ⅷ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 5,474,800株

(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度になるもの

該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来してい

ないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 383,800株
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Ⅸ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や第三者割当増資）を
調達しております。

一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資
金を銀行借入により調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。
投資有価証券は主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格

の変動リスクに晒されております。
不動産賃借等物件に係る敷金及び保証金は、差入先・預託先の経済的破綻等

によりその一部又は全額が回収できないリスクがあります。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、

返済日は最長で決算日後10年以内であります。このうち一部は、金利の変動リ
スクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に従い、各事業部門における営業本部
が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び
残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や
軽減を図っております。また、敷金及び保証金についても定期的に相手先の
状況をモニタリングしております。

② 市場リスク（為替等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状

況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見
直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク）の管理
各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成･更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前
提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2023年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は次表には含まれて
おりません（（注２）参照）。

（単位：千円)

連結貸借対照表

計 上 額
時 価 差 額

(1) 投 資 有 価 証 券 2,446 2,446 －

(2) 敷 金 及 び 保 証 金 299,656 298,141 △1,514

資 産 計 302,103 300,588 △1,514

(1) 長 期 借 入 金

(１年内返済予定を含む)
500,000 496,382 △3,617

(2) リ ー ス 債 務

(１年内返済予定を含む)
10,526 10,570 44

負 債 計 510,526 506,953 △3,573

（注１) 現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、買掛金、短期借入

金、未払金及び未払法人税等については、短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

（注２) 市場価格がない株式等は「(１)投資有価証券」には含まれておりません。当

該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円)

区分
連結貸借対照表

計 上 額

非上場株式 60,460

持分法適用関連会社株式 4,150

― 33 ―

2023年10月27日 18時26分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す

る相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン

プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時

価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 2,446 － － 2,446

資 産 計 2,446 － － 2,446

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 298,141 － 298,141

資 産 計 － 298,141 － 298,141

長期借入金(１年内返済
予定を含む)

－ 496,382 － 496,382

リース債務(１年内返済
予定を含む)

－ 10,570 － 10,570

負 債 計 － 506,953 － 506,953

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
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投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価については、一定の期間ごとに分類し、将来キャッシ
ュ・フローを国債の利回り等の適切な指標で割り引いた現在価値により算定し
ており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借り入れを行

った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル
２の時価に分類しております。

リース債務
リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス

クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時
価に分類しております。

Ⅹ．収益認識に関する注記

１. 当連結会計年度の収益の分解情報
主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(単位：千円)

報告セグメント

その他(注) 合計
店舗販売

事業

インター

ネット

販売事業

卸売販売

事業

ライセンス

事業

メタバース

関連事業
計

売上高

レディース

カジュアル
1,761,570 810,434 17,697 － － 2,589,701 9,400 2,599,102

キッズ・

ジュニア
1,112,750 354,812 66,581 － － 1,534,144 2,590 1,536,734

雑貨・

メンズ
3,340 184 0 － － 3,525 － 3,525

その他 28 19,246 － 42,379 8,880 70,533 6,551 77,085

顧客との

契約から

生じる収益

2,877,689 1,184,676 84,279 42,379 8,880 4,197,905 18,542 4,216,448

その他の

収益
－ － － － － － － －

外部顧客へ

の売上高
2,877,689 1,184,676 84,279 42,379 8,880 4,197,905 18,542 4,216,448

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、
重要性が乏しい構成単位であります。
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２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅱ．連結計

算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 ５.会計方針に関する
事項 (４)重要な収益及び費用の計上基準」に記載しております。

３. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の期首残高及び期末残高は、以下の
とおりであります。

（単位：千円)

区分 金額

顧客との契約から生じた債権（当期首） 212,645

顧客との契約から生じた債権（当期末） 207,341

契約負債（当期首） 21,973

契約負債（当期末） 19,560

契約負債は主に、当社が付与したポイントのうち、期末時点において履行義務
を充足していない残高であります。当連結会計年度の期首現在の契約負債残高は、
ほとんどすべて当連結会計年度の収益として認識されています。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がな

いため、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。なお、顧客との

契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

Ⅺ．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 △174円95銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △230円84銭
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Ⅻ．重要な後発事象に関する注記

当社は、2023年10月13日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ネ

ットプライスとの間でＤＩＰファイナンスに関する取引基本約定書を締結するこ

とを決議し、同日締結いたしました。

ＤＩＰファイナンスの概要

（１） 借入人 株式会社ＡＮＡＰ

（２） 貸付人 株式会社ネットプライス

（３） 借入金額 極度額金 500,000千円

（４） 金利 ２％（固定）

（５） 契約締結日 2023年10月13日

（６） 借入実行期間 一時停止通知の日から償還期限の前日までの

間、極度額の範囲内で随時実行する。

（７） 償還期限 事業再生計画案の決議のための債権者会議後の

スポンサーによる増資が実施された日若しくは

これに相当する支援が実施された日

（８） 資金使途 運転資金

（９） 担保設定 売掛金及び商品在庫

（10） その他の条件 全対象債権者の同意及び特定認証紛争解決事業

者による産業競争力強化法第56条第１項所定の

要件適合性について確認されたことを停止条件

として実行する。
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貸 借 対 照 表
(2023年８月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

商 標 権

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

1,275,514

424,815

207,341

554,035

9,412

35,821

44,717

△629

393,377

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

393,377

62,906

25,039

0

0

299,656

5,775

（負 債 の 部）
流 動 負 債 1,838,338

買 掛 金 147,968
短 期 借 入 金 1,450,000
１年内返済予定の長期借入金 37,500
リ ー ス 債 務 5,922
未 払 金 92,884
未 払 費 用 41,814
未 払 法 人 税 等 12,646
契 約 負 債 19,560
前 受 金 121
預 り 金 6,631
賞 与 引 当 金 8,750
そ の 他 14,537

固 定 負 債 715,638
長 期 借 入 金 462,500
リ ー ス 債 務 4,604
繰 延 税 金 負 債 975
退 職 給 付 引 当 金 109,541
資 産 除 去 債 務 135,652
そ の 他 2,365

負 債 合 計 2,553,976
（純資産の部）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金
新 株 予 約 権

△889,552
522,865
838,761
452,865
385,895

△2,055,748
2,500

△2,058,248
250,000

△2,308,248
△195,430

934
934

3,534
純 資 産 合 計 △885,084

資 産 合 計 1,668,892 負 債 純 資 産 合 計 1,668,892
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2022年９月１日から
2023年８月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,216,448

売 上 原 価 1,972,252

売 上 総 利 益 2,244,195

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,984,971

営 業 損 失 （△） △740,775

営 業 外 収 益

受 取 利 息 14

受 取 配 当 金 66

受 取 手 数 料 4,800

助 成 金 収 入 645

そ の 他 3,132 8,659

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10,948

支 払 手 数 料 25,557

株 式 交 付 費 13,308

為 替 差 損 3,052

そ の 他 4,241 57,107

経 常 損 失 （△） △789,224

特 別 損 失

減 損 損 失 359,260

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,238

関 係 会 社 株 式 評 価 損 7,849

そ の 他 11,345 379,693

税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △1,168,918

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,239

法 人 税 等 調 整 額 △18,047 △8,807

当 期 純 損 失 （△） △1,160,110
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2022年９月１日から
2023年８月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資 本 剰 余 金 合 計

当 期 首 残 高 439,365 369,365 385,895 755,261

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 83,500 83,500 83,500

当 期 純 損 失 （△）

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 83,500 83,500 － 83,500

当 期 末 残 高 522,865 452,865 385,895 838,761

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 2,500 250,000 △1,148,138 △895,638

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行

当 期 純 損 失 （△） △1,160,110 △1,160,110

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － △1,160,110 △1,160,110

当 期 末 残 高 2,500 250,000 △2,308,248 △2,055,748
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株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △195,430 103,558 363 363 3,563 107,484

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 167,000 167,000

当期純損失（△） △1,160,110 △1,160,110

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

571 571 △29 541

当 期 変 動 額 合 計 － △993,110 571 571 △29 △992,569

当 期 末 残 高 △195,430 △889,552 934 934 3,534 △885,084

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記
当社は、2020年８月期事業年度以降、４期連続で営業損失・経常損失・当期純損

失を計上するに至りました。この結果、当事業年度の純資産残高が885,084千円の債
務超過となっております。

この状況において、当社は、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる事象又は
状況であるとの認識の下、早期に是正する施策を以下のとおり実施しております。

（資金繰りについて）
当社は、産業競争力強化法に基づく特定認証紛争解決手続（以下「事業再生ＡＤＲ
手続」といいます。）を利用して金融機関の合意のもとで、今後の事業再生に向けた
強固な収益体質の確立と財務体質の抜本的な改善を目指しております。その手続の
一環として、取引金融機関には借入金の残高維持を求める一時停止の要請をし、一
方で手続期間中の当社の運転資金・事業資金を確保するために株式会社ネットプラ
イスより500,000千円のＤＩＰファイナンス（「Ⅲ.重要な後発事象の注記」に記載）
を受ける取引基本約定書を締結し、当面の資金繰りを確保してまいります。

（自己資本の脆弱性について）
当事業年度の純資産残高が△885,084千円となり、上場来初の債務超過となっており
ます。このような事態を改善すべく、当社グループは増資等の資本政策を検討する
とともに、並行して収益体質に改善させるために抜本的な事業構造の改革が必要で
あると判断し、事業再生ＡＤＲ手続を利用して取引金融機関の合意のもとで、今後
の事業再生に向けた強固な収益体質の確立と財務体質の抜本的な改善を図ってまい
ります。

（売上高減少や収益力の低下について）
当社は、年々低下している売上高と収益力を回復させることを目的として、商品企
画力の向上とブランド力強化に取り組んでまいりました。それらに加えて、株式会
社ネットプライスの協力のもと、海外を中心とする新たな仕入チャンネルの確立や
店舗並びにインターネットにおける販売力強化を実現するために、前述の事業再生
ＡＤＲ手続における事業再生計画の策定及び実行にも取り組んでまいります。

上記のとおり、事業再生に向けた取り組みを行っているものの、これらの対応策は
実施途上であり、現時点においては、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められます。
なお、計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重
要な不確実性の影響を、計算書類に反映しておりません。
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Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
総平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、原材料

総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ
く簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。
仕掛品

個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。
貯蔵品

最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下
に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～39年

工具、器具及び備品 ４～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５
年）、商標権については10年で償却しております。
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(3) 長期前払費用
定額法を採用しております。

(4) リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており
ます。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度負担

額を計上しております。
(3) 退職給付引当金

従業員の退職金給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見
込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた
簡便法を適用しております。

４． 重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと
おりであります。

(1) 商品又は製品の販売
当社の顧客との契約から生じる履行義務は、主にインターネット販売事業、

店舗販売事業及び卸売販売事業における衣料品等の商品又は製品の提供であり、
顧客に商品又は製品を引き渡した時点でその対価としての収益を認識しておりま
す。なお、インターネット販売及び卸売販売については、国内販売であること、
及び通常、出荷から商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの時間が通常
の期間であることから、商品又は製品を出荷した時点で収益を認識しておりま
す。

(2) 自社ポイント
商品又は製品の販売時に顧客へ付与したポイントについては、付与したポイ

ントを顧客に対する履行義務と認識して契約負債を計上し、顧客がポイントを
売上値引として利用した時点で収益を認識しております。
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Ⅲ．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号
2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度
の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取
扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用することといたしました。なお、計算書類に与える影響はありませ
ん。

Ⅳ. 表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

Ⅴ. 会計上の見積りに関する注記
１.固定資産の減損

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 0千円

無形固定資産 0千円

投資その他の資産(長期前払費用) 0千円

減損損失 359,260千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表 Ⅴ．会計上の見積りに関する注記 １．固定資産の減損 (2) 識
別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容
と同一であります。

２.棚卸資産の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
商品及び製品 554,035千円

棚卸資産評価損 33,998千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表 Ⅴ．会計上の見積りに関する注記 ２．棚卸資産の評価 (2) 識
別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容
と同一であります。
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Ⅵ．貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

金銭債権 440千円
金銭債務 132千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 441,700千円

３. 当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を

締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであり
ます。
当座貸越極度額の総額 1,760,000千円
借入実行残高 1,450,000千円
差引額 310,000千円

Ⅶ．損益計算書に関する注記
１. 関係会社との取引高

営業取引 1,617千円
営業取引以外の取引 4,800千円

２. 研究開発費
一般管理費に含まれる研究開発費 6,500千円

３. 減損損失
当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

東京都他 全社資産他
建物、工具、器具及び備品、リース資産、ソフトウ
ェア、長期前払費用、その他

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗及び事業
単位を基準としてグルーピングを行っております。営業活動から生ずる損益が継続
してマイナスである資産グループ及び使用範囲の変更により、既存の投資回収が困
難になった資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失359,260千円として特別損失に計上しました。
その内訳は、建物268,260千円、工具、器具及び備品29,088千円、リース資産

7,549千円、ソフトウェア37,020千円、長期前払費用8,873千円、その他8,466千円で
あります。

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により算定しており、将来キャ
ッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能価額を零として
評価しております。
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Ⅷ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 345,707株

Ⅸ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：千円）

繰延税金資産

賞与引当金 2,679

契約負債 5,989

商品評価損 10,410

関係会社株式評価損 11,059

投資有価証券評価損 8,872

未払事業税 1,046

退職給付引当金 33,541

ソフトウェア 5,995

減損損失 102,346

資産除去債務 41,536

繰越欠損金 984,247

その他 9,037

繰延税金資産小計 1,216,763

評価性引当額 △1,216,763

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債

その他 975

繰延税金負債合計 975

繰延税金負債の純額 975

Ⅹ．関連当事者との取引に関する注記
１．子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
(千円)

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社 ㈱ＡＮＡＰラボ
東京都
渋谷区

30,000
所有
直接100.00％

業務支援
管 理 業 務
の受託
(注１)

4,800
未収入
金

440

関連会社 ㈱ピーカン
東京都
渋谷区

40,000
所有
直接30.00％

システムの
改修及び保
守運用

開 発 業 務
の受託
(注２)

6,551 売掛金 ―

(注１) 価格その他の取引条件は、当社発生費用を基礎に両社協議のうえ決定し、連結子会社より収受
しております。

(注２) 価格その他の取引条件は、両社協議のうえ決定し、関連会社より収受しております。
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２．役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
(被所有) 割合

関連当事者
との関係

取引内容
(注)

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 家髙利康 ― ―
当社代表
取締役社長

被所有
直接 16.86％

被債務保証 被債務保証 ― ― ―

(注) 当社は不動産賃借契約に基づく債務について 代表取締役社長家髙利康１件・年間賃借料
11,499千円の債務保証を受けております。なお、保証料の支払及び担保の提供は行っておりませ
ん。

Ⅺ．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅱ．重要な
会計方針に係る事項に関する注記 ４．重要な収益及び費用の計上基準」に記載
しております。

Ⅻ．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 △173円25銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △229円92銭

Ⅲ．重要な後発事象に関する注記
連結注記表「Ⅻ．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているた
め、記載を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年10月25日

株式会社ＡＮＡＰ

取締役会 御中

フェイス監査法人
東 京 都 渋 谷 区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中川 俊介

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大槻 直太

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＡＮＡＰの2022年

９月１日から2023年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＡＮＡＰ及び連結子会社からなる企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査に
おける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度

以前より継続して営業損失を計上しており、また、当連結会計年度においても、営
業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上し、債務超過となっ
ていることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が
存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。
なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由につ
いては当該注記に記載されている。連結計算書類は継続企業を前提として作成され
ており、このような重要な不確実性の影響は連結計算書類に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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強調事項
重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、2023年10月13日

開催の取締役会において株式会社ネットプライスとの間でDIPファイナンスに関する
取引基本約定書を締結することを決議し、同日付で取引基本約定書を締結している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、そ

の他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、
その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含ま
れておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、
通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過
程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような
重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払う
ことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると
判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤
謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算
書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要が
ある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類

に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、
監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監
査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以
下を実施する。
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・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な
虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適
用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって
行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかど
うか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ
せるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで
に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含め
た連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報
に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に
関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、
及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的
に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年10月25日
株式会社ＡＮＡＰ
取締役会 御中

フェイス監査法人
東 京 都 渋 谷 区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中川 俊介

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大槻 直太

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＡＮＡＰの

2022年９月１日から2023年８月31日までの第32期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査にお
ける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理
上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前事業年度以前

より継続して営業損失を計上しており、また、当事業年度においても、営業損失、
経常損失及び当期純損失を計上し、債務超過となっていることから、継続企業の前
提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対す
る対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されてい
る。計算書類等は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実
性の影響は計算書類等に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

― 52 ―

2023年10月27日 18時26分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



強調事項
重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、2023年10月13日

開催の取締役会において株式会社ネットプライスとの間でDIPファイナンスに関する
取引基本約定書を締結することを決議し、同日付で取引基本約定書を締結している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、そ

の他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、
その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ
ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通
読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で
得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要
な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると
判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある
場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、
監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、
計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監
査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以
下を実施する。

― 53 ―

2023年10月27日 18時26分 $FOLDER; 53ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な
虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適
用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって
行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた
計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、
及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的
に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年９月１日から2023年８月31日までの第32期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法

で監査を実施しました。

一 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を

調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査

役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の

報告を受けました。

二 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企

業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則

第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内

容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ

いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的

に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

三 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算

規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成

17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人フェイス監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人フェイス監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2023年10月25日

株式会社ＡＮＡＰ 監査役会
常勤監査役
(社外監査役)

今 長 雅 毅 ㊞

監 査 役 水 分 博 之 ㊞

社外監査役 松 川 和 人 ㊞

以 上

― 56 ―

2023年10月27日 18時26分 $FOLDER; 56ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



株主総会参考書類

議 案 取締役４名選任の件
取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。また、岡崎

太輔氏は、2023年５月12日付けで取締役を辞任しております。
つきましては、改めて取締役４名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の
株式数

１ 家
や

髙
たか

利
とし

康
やす

（1960年４月３日）

1983年４月 ㈱ナルミヤ（現㈱ナルミヤ・インターナショナ
ル）入社

865,000株

1985年12月 ㈱ハーレムストア（2004年12月㈱ヤタカ・イン
コーポレーテッドに社名変更）設立代表取締役

1999年10月 当社専務取締役

2006年８月 当社代表取締役社長（現任）

2014年４月 当社店舗販売部門管掌、インターネット営業部
門管掌、チャネル戦略営業部門管掌、卸売営業
部門管掌

2016年４月 当社営業本部長

2017年９月 ㈱ＡＴＬＡＢ（現㈱ＡＮＡＰラボ）設立代表取
締役

2018年５月 ㈱ＡＴＬＡＢ（現㈱ＡＮＡＰラボ）取締役会長

2020年６月 ㈱ＡＮＡＰラボ代表取締役社長

2021年７月 当社営業本部長

2021年11月 ㈱ＡＮＡＰラボ取締役会長（現任）

2023年８月 当社営業本部長（現任）

２

たけ うち ひろし

竹 内 博
（1963年10月24日）

1984年４月 東京リコー㈱（現リコージャパン㈱）入社

40,000株

1988年２月 日本エタニットパイプ㈱（現リソルホールディ

ングス㈱）入社

1996年１月 ㈱ジャック（現㈱カーチスホールディングス）
入社

2003年10月 ㈲ケイ・オフィスプランニング代表取締役

2004年４月 ㈱オプトロム取締役財務経理統括

2006年10月 当社総務部長兼経営企画室長

2007年11月 当社取締役経営管理部長

2014年４月 当社専務取締役（現任）
財務経理部門管掌、総務人事部門管掌、サポー
ト室管掌

2016年４月 当社管理本部長（現任）

2017年９月 ㈱ＡＴＬＡＢ（現㈱ＡＮＡＰラボ）設立取締役

2020年６月 ㈱ＧＡＵＳＳ社外取締役

2022年４月 ㈱ピーカン社外取締役

2022年11月 ㈱ＡＮＡＰラボ取締役（現任）
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の
株式数

３

にし ぼり たかし

西 堀 敬
（1960年４月１日）

1983年４月 日立造船㈱入社

-株

1987年３月 和光証券㈱（現みずほ証券㈱）入社

1990年11月 和光バンクスイスシニアバイスプレジデント

1996年10月 ウェザーニューズ㈱入社社長室国際部門担当副

部長

1998年６月 ウェザーニューズ㈱財務部長

2000年10月 ㈱フィナンテック入社

2000年11月 ㈱フィナンテック・コミュニケーションズ取締
役

2001年10月 ㈱フィナンテック・コミュニケーションズ代表
取締役

2001年10月 ㈱フィナンテック取締役

2002年10月 東京IPO編集長

2006年３月 ㈱ベストブライダル（現㈱ツカダ・グローバル
ホールディング）社外取締役（現任）

2007年11月 当社社外取締役（現任）

2011年３月 ㈱シノケングループ社外取締役

2011年９月 ㈱日本ビジネスイノベーション代表取締役社長
（現任）

2018年４月 ㈱遺伝子治療研究所社外取締役（現任）

2018年６月 ㈱ビティー社外取締役

2018年11月 ㈱吉村監査役（現任）

2021年３月 ㈱シノケンアセットマネジメント取締役

2021年６月 ㈱ＴＮＢＩ取締役（現任）

2022年３月 GATES GROUP㈱社外取締役（現任）
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の
株式数

４

はやし ひかる

林 光
（1973年４月２日）

2000年８月 AQUAFI COMMUNICATIONZ Ltd.
（ニュージーランド）設立 代表取締役

-株2005年12月 アールクリエイト有限会社 代表取締役

2014年７月 ㈱トランディア設立 代表取締役（現任）

2020年４月 ㈱ネットプライス執行役員CTO(現任)

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．西堀敬氏及び林光氏は、社外取締役候補者であります。
３．西堀敬氏を社外取締役候補者とした理由及び期待する役割は、コンサルティング会社の経営

者のみならず社外取締役として豊富な経験と幅広い知見があり、当社においても経営全般に
助言をいただくことでコーポレート・ガバナンスの強化にその経験を活かすことができると
期待し、社外取締役候補者としております。同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本
総会終結の時をもって16年となります。

４．林光氏を社外取締役候補者とした理由及び期待する役割は、経営者としての知見およびIT分
野・インターネット分野での豊富な知見を有しており、経営への助言および当社の主要事業
の一つであるインターネット販売事業への助言に期待するものであります。

５．当社は、西堀敬氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定め
る最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ており、同氏の再任が承認された場合は、同氏との間で当該契約を継続する予定でありま
す。また、林光氏の就任が承諾された場合にも、当社と同氏との間で当該契約を締結する予
定であります。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結しております。本議案が原案どおり承認され、各候補者が選任された場合は、当該保険
契約の被保険者に含められることとなります。
①被保険者の範囲
当社(及び子会社）の役員及び管理職従業員

②保険契約の内容の概要
被保険者が業務に起因して損害賠償を負った場合における損害（ただし、保険契約上で
定められた免責事由に該当するものを除く）等を填補することとしております。保険料
は全額当社が負担しており、被保険者の保険料負担はありません。

７．当社は、西堀敬氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。西堀
氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

以 上
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朝日生命宮益坂ビル

渋谷東急
REIホテル

ビックカメラ渋谷
東口店本館

みずほ銀行

宮益坂下

宮益坂

至 青山

バス
ロータリー

宮益坂口

JR渋谷駅

至
三軒茶屋

至 恵比寿

至 六本木

首都高速３号渋谷線

B3
出入口

野村證券

三井住友銀行

小林ビル

りそな
銀行

EXCELSIOR
CAFFE

渋谷ヒカリエ

御嶽神社

三菱UFJ
信託銀行

TKP
ガーデンシティ

渋谷
郵便局

AOKI

ドコモ
ショップ

TSM渋谷
第一校舎

日本調剤
宮益坂薬局

Kinko’s
宮益坂店

クロス
タワー

至

原
宿

至

原
宿

明
治
通
り

青
山

通
り

JR
山
手
線

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都渋谷区渋谷一丁目９番８号

朝日生命宮益坂ビル

渋谷サンスカイルーム ４階Ａ室

TEL 03－3406－2085

【交通：渋谷駅】

ＪＲ各線 ハチ公改札 宮益坂口より 徒歩約５分

東京メトロ銀座線 明治通り方面改札より 徒歩約４分

東京メトロ半蔵門線・副都心線 宮益坂東改札 B３出口より 徒歩約５分

東急東横線・田園都市線 宮益坂東改札 B３出口より 徒歩約５分

（お車でのご来場はご遠慮ください）
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